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1 近年の労働災害発生状況

建設工事事故における死亡者数は、平成 9 年頃から徐々

に減少し平成 17 年以降は約 500 人／年となっている。

また死傷者数は、年々確実に減少しており、平成元年で 6

万 3 千人以上だった死傷者数は、平成 18 年では 2 万 7

千人となった。一方、重大災害（一時に 3 人以上の死傷者

を伴う災害）に着目すると、発生件数は、年間 80 ～ 90

件程度とほぼ横ばいで減少傾向とは言えず、平成 18 年度

は平成に入って初めて 100 件を越えた。

2 事故防止対策のこれまでの取り組み

国土交通省は、工事中の事故の発生などに鑑み、平成 4

年度に「公共工事の発注における工事安全対策要綱」を策

定した。これを踏まえ平成 5 年度に「事故データベース」

の構築を行い、事故データを集積している。平成 12 年度

には、建設工事事故の防止対策を検討する ｢ 建設工事事故

対策検討委員会 ｣（以下「本委員会」）を設立し、事故デー

タベースを活用して事故の発生状況等を分析し事故の分類

ごとに、事故再発防止策を検討して「事故防止のための重

点対策」を打ち出してきた。（図－ 1参照）

3 本調査・研究の目的

本調査・研究は、重点対策を実際に行っている直轄現場

にアンケート調査等を実施し、事故への抑止効果、問題や

改善点など実態を把握して、今後の対策について分析・検

討を行うものである。結果については、本委員会に報告し
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有識者によって議論され一定の方向性が示され次年度の重

点対策に反映される。本稿では今年度、本委員会に報告し

た調査及び検証結果の内から、ヒューマンエラー分析を用

いた事故防止対策について紹介する。

ヒューマンエラー分析を用いた事故防止対策

1 はじめに

人間はミスをする動物であり、ミスを完全に無くすこと

は永遠のテーマである。このミスは、建設現場で起きる殆

どの事故の要因の一つとされている。

建設労働災害を減らすには、工事現場において人間が犯

してしまうミスを最小限に減らし、ミスを犯しても事故に

繋がらない防衛システムを構築することが不可欠とされ、

研究されているところである。

2 今までの取り組み

本委員会では平成 13 年度より「ヒューマンエラー分析

を用いた事故防止対策」について取り組みを開始した。当

初、事故の当事者とその上司（事故を起こした人）、優良工

事施工技術者表彰者（事故を起こさない人）等に心理学的

見地からアンケート、ヒアリング調査を実施しデータを収

集し分析した。結果、平成 16 年度よりヒューマンエラー

防止対策を検討する上で、ヒューマンエラーが生じても事

故の起こらない装置（設備）を考える「ヒューマンエラー

（重機との接触）事故の防止対策」と、近道・省略行動を抑

制する安全意識の向上を目的にした「ヒューマンエラー（近

道・省略行動）事故の防止対策」が重要と考え、この 2 つ

の対策に重点を置き検討した。

3 ヒューマンエラー（重機との接触）事故の防止対策

3-1　前年度モデル工事の結果

重機の作業範囲内に、不注意で作業員が近寄った場合接

近感知装置が反応し作業員またはオペレータに警告するシ

ステムについて、平成 17・18 年度に「作業員接近感知・

警報システム（「トラぽん太」と「空間見張番」使用）」を

用いたモデル工事を実施した。これらの装置は、作業条件

や作業内容に応じて適切に使用することにより危険防止に

一定の効果があるとし評価されている。

図− 2　作業員接近感知・警報システム

3-2　本年度の調査

18 年度のモデル工事の調査結果では、僅かではあるが

何らかの要因により誤作動が在った事が報告され、このた

め本年度は、この結果を踏まえ誤作動の発生要因について

関係業界にヒアリングを行った。また既存装置の性能評価

や、今後の開発の動向を調査した。

3-3　日本建設機械化協会の現地適応試験

危険検知装置及び視覚補助装置は各種の代表的な方式と

して下記の 4 種がある。

図− 3　作業員接近感知・警報システム

日本建設機械化協会の施工技術総合研究所では平成 14

～ 15 年度にかけてこれらの 4 種の装置について構内にて

模擬作業を行い、現地適応性試験を実施して各装置の長所

及び短所をまとめている。①～③の危険検知装置のなかで

風雨などの気象条件等に影響されない装置は②の「超音波

トランスポンダ方式」となっている。④の方式については、

視覚補助装置のため重機オペレータが見落とせば、危険の

検知は不可能としている。同協会に確認したところ危険検
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知装置の開発のコンセプトは「作業員が感知範囲に入ると

警告がなる」⇒「オペレータが作業人に対し怒る」⇒ 「感

知範囲にまた入り警告がなる」⇒「オペレータが怒る」⇒・・・

のような個人の経験を積み重ねることにより“見えない壁”

を作ることが事故防止に繋がり、最も重要であると考えら

れている。

3-4　メーカーへのヒアリング結果

次に②の「超音波トランスポンダ方式」を製造した会社へ

のヒアリングを実施した結果、次のことが明らかとなった。

・ 把握している誤作動／誤警報は 3 件ある。

・ いずれも使用している周波数に近い超音波ノイズが発生

し誤作動が起きている。

・ 開発・製品化直後の問題で、近年では誤作動の事例は確

認されていない。

3-5　IC タグの最新技術の紹介

最新の技術について YRP ユビキタス・ネットワーキン

グ研究所に協力を得て調査を行った。建設現場に適用でき

そうな IC タグの最新技術として「UWB-Dice」がある。

YRP ユビキタス・ネットワーキング研究所と（株）日立製

作所が共同で開発した、世界初・世界最小の UWB 通信方

式（Ultra-Wideband の略称で、信号電力を低出力で非常

に広い周波数帯域に拡散する次世代無線通信方式）による

アクティブ電子タグである。特徴として 1cm3 という超小

型の送信機で、超低消費電力で電池寿命 9 年以上（※ボタ

ン型電池・5 分に一度の間欠動作時）である。本 IC タグの

距離測定方式は、複数の基地局（受信機）を利用して、電

波受信時間差により（三角測量の原理で同種技術としては

GPS 測位法が挙げられる）30cm の精度で距離を測定す

る事が可能である。（図－ 4参照）

図− 4　距離測定方式イメージ
※  YRP ユビキタス・ネットワーキング研究所　記者発表資料より抜粋

適用方法としては、作業エリアをカバーする複数の基地

局を設置し、重機・作業員それぞれにICタグを付与する事で、

作業エリア内の重機・作業員の絶対位置（従来の接近感知

装置は重機との相対位置のみ検出）の検出が可能である。

この技術を利用することで、重機と作業員との接近判定

に応用する事が出来る他、詳細な入退管理など様々な管理

を一元的に行うことが可能になると思われる。

3-6　今後検討すべき課題

今後、ヒューマンエラーが生じても事故の起こらない装

置（設備）を普及させるためには、開発者に対する助成や、

使用する企業への支援（コスト）や安全対策の評価を行うな

ど何らかの優位性をつけることが必要であると考える。ま

た、作業効率の重視から安全装置の開発が受け入れられな

い現実もあり、人命を一番に考えた作業の効率の見直しが

不可欠であり、世の中全体で改善すべき今後の課題である。

4 ヒューマンエラー（近道・省略行動）事故の防止対策

4-1　前年度の調査成果

平成 18 年度に作業員や職長といった“ヒューマンエラ

ーを起こす人”と、現場代理人などの“ヒューマンエラー

を抑制する人”それぞれを対象に直轄の工事現場にヒアリ

ング、アンケート調査を行った。結果は現場で働く作業員

や職長の約 4 割が近道・省略行動を行っていた。「事故や

怪我の起きる可能性がないと思った」が理由の 4 割であっ

た。現場代理人に「近道・省略行動をとりやすい人がいる

か」「具体的にどのような人か」の質問に約 8 割が「いる」

と答えており「若く経験のない人」「自身過剰な人」「熱中

して周りが見えなくなる人」といった回答が多くあった。

4-2　「近道・省略行動」の要因分析

本調査では近道・省略行動を防止

するため、ヒアリング、アンケート調

査で収集した意見を分析し、近道・省

略行動が起きるまでのメカニズムをパ

ス図化して近道・省略行動を起こす要

因を明確化し対策を見出すものであ

る。パス図とは因子（カテゴリー）の

関係を相互関係・因果関係を矢印（パ

ス）で結び図にしたものである。 図− 5　近道・省略
行動分析フロー
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4-3　ヒアリング調査（データ収集）・整理

橋梁工事は、墜落事故や近道省略行動に起因するものが

多いことから、直轄の橋梁現場に赴き作業員や職長（5 名

程度）にヒアリング調査を実施し、どの様な時に「近道・

省略行動」を行うのか（又は、この様な行動を行っている

人を見た）意見を収集し（図－ 6参照）。これに平成 18

年度の調査結果も合わせて分析を行った。

ヒアリング内容
罰則を実施しようと思ったことはない。罰則は作業員が辞めてしまう。
昇降設備が 30、40 ｍ離れていればやってしまう。そのときの仕事
の忙しさ、昇降設備までの距離、往復作業を有するときとか・・・
それらを判断基準として。
誰も注意しないような状態で、親綱があっても安全帯を使用しない。
最近の職長は怒る人が少なくなった。職長は安全のキーポイントマ
ンであり、職長の教育は重要である。
誰かがやると、ついつられてやってしまう事もある。
お金があれば、人・機材をより手配できて・・・時間が出来る。結局“時
間”が大事。
民間の現場ではうるさくないため、近道行動はやってしまう。

「教育」は自分の経験を踏まえ、マンネリを防ぐようにして話してい
る。【職長】
ちょっとでも早くやって、親方・職長など周りに迷惑を掛けないよ
うにしている・・のではないか。
ノルマを達成したいために、規則を破るという事はあるかもしれない。
鳶になりたては怖がっていると思う。慣れてくると安全帯を使用し
なくなる。

職人が無理を言うこともある。その場合、重機の安全コンピュータ
を切ることもある。
近道・省略行動は個々の性格の問題であり、工期・工程との関連が
少ない。
事故を起こす人は決まっているような気がする。本現場でも「要注
意人物」はいる。
プレッシャーをかけると近道・省略行動をとりやすい。【職長】
ヒヤリ・ハットはやってもらいたい位。自分が危ない目にあったのが、
一番効果的だと思う。【職長】
安全帯は危険だと認識したら装備する。【基礎杭工】
安全帯を使わないで作業することがある。つけていると、吊荷がゆ
れたときなどに逃げられないで、却って危険な状況となることがあ
る。【橋梁特殊工：職長】
トイレに行きたいときに、鉄筋を昇降した。【橋梁特殊工：作業員】

図− 6　ヒアリング内容の整理（一部抜粋）

4-4　ヒアリング結果のカテゴリー分類

収集されたヒアリング結果から概念部分を抜き出しカテ

ゴリー毎に分類し整理を行った。心理分析にはグラウンデ

ッド・セオリーの方法論を援用している。

その手順は次の通りである。

① ヒアリングで得た言葉を出来るだけ細分化せずに概念

部分を抜き出す。（下位概念）

②行動を行う判断基準で分類。（カテゴリー）

③ 判断基準を類似カテゴリーに分類。（上位カテゴリー）

（図－ 7参照）

図− 7　カテゴリー分類（一部抜粋）

4-4　カテゴリーのパス図化

分類し整理したカテゴリーを「近道・省略行動」として

並べパス図化し整理を行った。現場において作業員は、自

分に任された仕事を終わらせようと、現場の施工環境や設

備、元請け、ノルマ、当日の体調、気象条件など様々な情

報を自分なりに整理し、いかに効率よく進めるか判断し行

動していると思われる。これをパス図化しようとするとカ

テゴリーが矢印で複雑に絡み合ってしまう事から、整理す

る上で内的要因、外的要因、周辺環境に大きく分け、短期

的なものか長期的なものかそれを分けたものに、上位カテ

ゴリーを入れ込み整理をすることにした。また、これらが

直接的な判断材料となるとした。判断には意識して結果を

出したものと、反射的に無意識に判断し行動してしまうケ

ースがあると考えた。抽出したカテゴリーを大きく並べ変

え整理すると近道省略行動を『促進する要素』と『抑制す

る要素』、『その時々の状況により促進又は抑制に変化する

要素』に分類できることが分かった。これらの違いをカテ

ゴリーに色を付ける事で表現をした。（図 -8 参照）

4-5　今後の検討すべき課題

　今回、パス図化した中で各要素の繋がり（矢印）に着

目し、行動を促進する繋がり部分に対策を講ずることで近

道省略行動を抑止出来ると考えた。今後、下記の対策（案）
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を講じてどのような防止効果が上がったか等を検証する必

要があると考える。

【促進要素に関する対策】

①指導・教育時のマンネリ化の防止

・建設従事者教育の推進（建設業労働災害防止協会等）

・個々の経験を踏まえた様々な事例の紹介

・退屈しないような面白さを工夫

②注意力不足や焦りの防止

・作業員が利用しやすい環境の整備

・作業員の体調管理、適正配置　等

③制約条件（工期等）の緩和

・発注条件の適正化（発注者／元請け側）

・施工条件の確認、見直し（元請け／下請け）

④他社（他者）との意識の相違の克服

・ 表彰を行う（安全三つ星評価など掲示する）など、外

部からの積極的な評価を行う

・ 継続的教育、活動で業界全体の安全意識の向上と均一

化を図る

⑤自分なりに判断基準の矯正

・建設従事者教育の活用

・ 日々の KYM（危険予知活動）等において危険・有害

要因の特定作業を作業員一人一人が考え、発言してい

くようなシステムづくりの検討を実施　　等

　

おわりに

平成 19 年の労働災害による死亡者数が厚生労働省より

発表された。全産業で 1357 人が亡くなり、前年に比べ

115 人減少となった。建設業は 461 人で 47 人減少した

が、依然として全産業の 34% を締めている。重大災害は

104 件起きており 16 件減少したが 100 件を超える状態

は変わらない。近年、公共工事数の減少と低入札受注によ

り建設業を取り巻く環境は悪化の一途である。コスト削減

だからと労働条件・環境の質を下げて窮地を凌いでいるよ

うに見受けられる面もあり安全に働ける基本的なシステム

の見直しを急務に行う必要があると考える。
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図− 8　パス図（案）　ヒューマンエラー（近道・省略行動）


